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「デジタル活用支援員」とは？

• 一言でいえば、地域において、高齢者にスマホの使い
方をボランタリー・ベースで手ほどきする事業。

• もともとは、情報通信審議会・情報通信政策部会・IoT
新時代の未来づくり検討委員会（村井純主査）の報告
書（2018年8月）において、「地域ICTクラブ」とともに提
唱された。

• 高齢者等が、住居から地理的に近い場所で、心理的
に身近な「ICT活用推進委員（仮称）」からICTを学べる
環境を整備する。

1



「デジタル活用支援員」とは？

• さらに、デジタル活用共生社会実現会議（村井純座長）
の報告書（2019年3月）において、デジタル活用支援員の
整備が提唱される。

• 支援員の候補ーー地域における高齢者、パソコン教室
等を実施しているNPO団体の構成員、携帯電話事業者、
携帯電話販売店等の従業員、など

• 支援員の活動エリアーー町内会・自治会などの地域コミ
ュニティ

• 連携先ーー社福、シルバー人材センター、など

• 支援員へのサポート主体ーー国、NPO団体、など
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2020年度デジタル活用支援員実証事業実施団体

協議会 代表団体 実証地域

陸前高田デジタル活用推進協議会 （一社）トナリノ 陸前高田市

会津地域スマートシティ推進協議会 （株）エヌ・エス・シー 会津若松市

中能登町デジタル活用協議会 中能登町 中能登町

スマート加賀IoT推進協議会 加賀市 加賀市

福井ICT推進協議会 グラスITフィールズ（株） 福井市

福井市デジタル活用推進協議会 （株）ヒューマン・デザイン 福井市

名古屋市北区ICT利活用推進協議会 （社福）名古屋市北区社福 名古屋市北区

スマートシティたかまつ推進協議会 （株）ＮＴＴドコモ 高松市

スマートインクルージョン活動推進協議会 （公社）松山市シルバー人材センター 松山市

佐賀デジタル活用推進協議会 （NPO）シニア情報生活アドバイザー
佐賀

佐賀市

島原市デジタル活用支援協議会 （株）ケーブルテレビジョン島原 島原市

都城デジタル化推進協議会 シフトプラス（株） 都城市 3



デジタル活用支援員推進事業の実例
（2020年度成果発表会資料より引用）

https://www.soumu.go.jp/main_content/000733375.pdf
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島原市デジタル活用支援協議会
（株式会社ケーブルテレビジョン島原）
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島原市デジタル活用支援協議会
（株式会社ケーブルテレビジョン島原）

6



島原市デジタル活用支援協議会
（株式会社ケーブルテレビジョン島原）
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島原市デジタル活用支援協議会
（株式会社ケーブルテレビジョン島原）
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島原市デジタル活用支援協議会
（株式会社ケーブルテレビジョン島原）
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今後のデジタル活用支援に向けて（その１ 総論）

 昨年12月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」において、「誰一人取り
残さない、人に優しいデジタル化」というビジョンが掲げられたことにより、明らかにフェーズが変わった

 従来の「支援があればいいね」から、「支援をしなければいけない」というフェーズに

＜今後の方向性＞

 R3年度の「全国で1000箇所」では、明らかに規模が小さく、全国に行き渡らない。

 5年かけても10年かけても、この「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」というビジョンを達成する
という断固たる決意と、具体的な計画が必要ではないか。

 R2年度実証の11箇所のように、地域の発意により各地域にあったやり方を構築するのがベストだが、あ
らゆる地域でこれを期待するのは難しいため、まずは全国8千ある携帯ショップのリソースをフル活用しつつ、
並行して地域による取組を促していくのが現実的ではないか。（本来は、地域においてデジタル社会の
ビジョンがあり、そこにデジタル活用支援も位置づけられるべきであり、その方が求心力も強い。）

 他方、携帯ショップが存在しない地域もあり、そういった地域での取組手法を確立することが必要ではな
いか。



今後のデジタル活用支援に向けて（その２ R2年度実証の成果）

 令和2年度、デジタル活用支援の担い手、実施体制等を検討するための実証事業を全国11箇所で
実施（コロナ下で様々な苦労を経て実現したもの）

 この実証事業における成果・知見（手法、課題、問題意識、解決策、気づき等）を、多様性を確保
した上で令和3年度以降に積極的に活用すべき

＜成果・知見の例＞
① 支援員の確保
• 支援員の属性（携帯ショップスタッフ、大学生・専門学校生、子育て女性、民生委員、商工会青年部、メーカーOB、一般公募等）
• 公民館で実施する場合の、主説明者＋補助者の必要性［陸前高田市］
• ボランティア（無償）では限界との指摘［中能登町、会津若松市］
• 質の確保のための研修の必要性（技術面、接遇面）［陸前高田市］
• 負担軽減のための動画等のツールの必要性［島原市］
• 動画等による共通の研修プログラムの必要性［都城市］

② 周知広報
• 市の広報誌・公共施設、高齢者サークル・老人会、地元紙、ケーブルテレビ、SNS

③ その他
• 費用面の課題、参加費用の有料化も視野［会津若松市］
• フリーWifiの確保［会津若松市］、キャッシュレス決済の環境［都城市］



今後のデジタル活用支援に向けて（その３ 提案）

本事業は、非常にチャレンジング

継続的に多様な関係者から意見をもらい、よりよい事業
に育てていくためのオープンな議論の場が必要ではないか



（参考） 令和２年度 デジタル活用支援の事例

＜事例①会津若松市の取組＞

実施団体代表 (株)エヌ・エス・シー（※携帯電話販売代理店）
支援員の属性 ①（株）エヌ・エス・シーの社員３名

②会津大学等の学生３名、高齢者１名
講座内容 Wi-Fiのつなぎ方、QRコード読み取り、

セキュリティ、アプリのダウンロード（COCOA）、
マイナンバーカード・健康保険証利用 等

支援対象者 スマホ所有の高齢者
（１講座定員20名×３回実施予定）

＜事例②福井市の取組＞

実施団体代表 グラスITフィールズ(株)（※地元ICT企業）

支援員の属性 ①（株）グラスITフィールズの社員１名
②福井市公民館会員等５名

講座内容 Wi-Fiのつなぎ方、 Googleアカウント取得、
LINEの使い方、マイナンバーカードの申請等

支援対象者 ①スマホ所有の高齢者
（１講座定員31名×４回実施予定）
②聴覚障害をお持ちの方
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